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[bookmark: _Toc427142833]１	目的
本規程は、○○株式会社（以下当社という）の保有する特定個人情報（個人番号を含む個人情報）の取扱いについて定め、特定個人情報を適切に保護および運用することを目的とする。

[bookmark: _Toc427142834]２	適用範囲
本規程は特定個人情報を取り扱う部門（総務部）に適用する。

[bookmark: _Toc427142835]３	所管および実施責任
社長の下に、特定個人情報管理責任者（○○専務取締役）を置き、特定個人情報を含む個人情報の取り扱いを管理する責任を負う。また、特定個人情報を取り扱う実務責任者を総務部長とし、総務部長は、取扱担当者を任命し実務を実施する。特定個人情報を取り扱う事務は、取扱担当者のみが実施する。
本規程は総務部が所管し、総務部長が責任を負う。

[bookmark: _Toc422161045][bookmark: _Toc427142836]４	定義
1)	個人情報
個人に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述などによって特定の個人を識別できるもの（他の情報と容易に照合することができ，それによって特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。
2)	個人番号
番号法第７条第１項又は第２項の規程により、住民票コードを変換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するために指定されるものをいう。
3)	特定個人情報
個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条並びに第67条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項を除く。）をその内容に含む個人情報をいう。
4)	特定個人情報ファイル
個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいう。
5)	個人番号関係事務
番号法第９条第３項の規程により個人番号利用事務に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。本取扱規程はこの事務についての規程を示す。
6)	個人番号関係事務実施者
個人番号関係事務を処理する者をいう。本取扱規程では取扱担当者という。

[bookmark: _Toc427142837]５	特定個人情報の明確化
1)	個人番号を取り扱う事務の業務フローを作成する。
2)	対象となる業務範囲を明確にする。
3)	対象となる特定個人情報を明確にする。
4)	特定個人情報を元に「特定個人情報資産台帳」を作成する。
5)	業務形態の変更等の場合も1）～4）に準じるものとする。
6)	「特定個人情報資産台帳」は、定期的（毎年４月）に内容を確認し、最新の状態に維持する。

[bookmark: _Toc427142838]６	個人番号の収集
　　1)	個人番号は、取扱担当者が従業員または報酬支払対象者から直接収集することを原則とする。
2)	個人番号を収集する目的を、通達の掲示、従業員宛メールで明記する。また、従業員から個人番号を収集する際に使用する様式「個人番号記入表」にも明記する。
3)	収集時期は、従業員等については原則として入社時。但し、制度移行期は、2015年11月から12月までとし、その他の報酬支払対象者については原則として委託契約時に特定個人情報を収集する。
4)	収集方法は、従業員等から取扱担当者が個人番号カード、通知カードまたは住民票（個人番号付き）＋免許証等の書類によって、本人確認を行ったうえで、別途定める様式で直接収集する。また、扶養家族については従業員等が本人確認を行ったものとする。
　なお、報酬支払対象者については、取扱担当者が、別途定める様式を郵送若しくは手渡しし、個人番号と本人確認に必要な書類を取扱担当者宛て書留郵便若しくは手渡しにて、直接収集する。
5)	記入済み様式をもとに取扱担当者は特定個人情報フォルダに登録する。なお、登録ミスがないかどうか、別担当者が再度確認する。
6)	登録した記入済み様式は、他の特定個人情報の法定保存期間と同期間、保管する。
7)	特定個人番号を収集した内容を「特定個人情報資産台帳」に記録して保管する。

[bookmark: _Toc427142839]７	特定個人情報の利用
1)	個人番号を利用するのは、源泉徴収票作成事務、支払調書作成事務、健康保険・厚生年金保険・雇用保険届出事務、労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務等で従業員等の個人番号を記載して行政機関等および健康保険組合等に提出する場合のみである。
具体的には特定個人情報フォルダへの登録および特定個人情報フォルダからの転記書類を行政機関等および健康保険組合等に提出する場合のみとなる。
2）本人からの同意があった場合でも、法的義務を伴う場合を除き、前第1項以外の利用は行わない。
3)	但し、人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意があるか、または本人の同意を得ることが困難であるときは、支払調書の作成等の個人番号関係事務を処理する目的で保有している個人番号について、人の生命、身体または財産の保護のために利用することができる。
4)	特定個人情報を利用した結果を、「特定個人情報取扱記録簿」に記録する。

[bookmark: _Toc427142840]８	特定個人情報の提供
1)	社会保障、税および災害対策に関する特定の事務のために従業員等の特定個人情報を行政機関および健康保険組合等に提供する場合に限る。
2)	 特定個人情報の取扱いの委託または合併その他の事由による事業の承継が行われたときは、特定個人情報を提供できる。
3)	次の場合は提供できる。
・特定個人情報保護委員会から特定個人情報の提出を求められた場合。
・各議院審査等その他公益上の必要があるときの提供。
・人の生命、身体または財産の保護のため。
5)	特定個人情報を提供した結果を、「特定個人情報取扱記録簿」に記録する。

[bookmark: _Toc427142841]９	特定個人情報の保管
1)	源泉徴収票、支払調書、健康保険・厚生年金保険被保険者資格収集届事務、労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務等に関わる期間のみ保管することができる。
2)	個人番号を記した帳票や調査票、書類の控えや届出書類の控えは、取扱担当者がキャビネットに施錠保管するか、データとして特定個人情報フォルダにアクセス制限を行ったうえで安全に保管する。

[bookmark: _Toc427142842]１０	特定個人情報の廃棄・削除
1)	源泉徴収票、支払調書、健康保険・厚生年金保険被保険者資格収集届事務、労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務等で処理する必要がなくなった場合で、所管法令において定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄または削除しなければならない。
2)	廃棄または削除時期は、当該年度末までとする。
3)	個人番号が記載されている書類は番号等が復元できない状態にシュレッダーで処理する。
4)	個人番号が記載されている帳票（紙）については、廃棄する。データについては、届け出関係データは削除し、人事データについては個人番号欄を削除する。但し、状況により、個人番号部分のみを復元できない程度にマスキング又は削除して保管を継続することも可能とする。
5)	特定個人情報を廃棄・削除した結果は、「特定個人情報取扱記録簿」及び「特定個人情報資産台帳」に記録する。

[bookmark: _Toc427142843]１１	特定個人情報の第三者提供の停止
1)	番号法に違反して違法に第三者に提供されているという理由により、本人から当社に対して第三者への当該特定個人情報の提供の停止を求められた場合で、その求めに理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該特定個人情報の第三者への提供を停止する。

[bookmark: _Toc427142844]１２	教育・訓練
1）特定個人情報の取扱いに関して、従業員への教育・訓練を実施する。一般社員に対する教育・訓練以外に、取扱担当者等、特定個人情報に関係する可能性のある業務を行う者に対しては、その取扱手順に関する教育を毎年実施する。教育を実施した場合は、その記録を残す。

[bookmark: _Toc427142845]１３	監督
　1）特定個人情報の取扱いを行う従業員および外部委託先に対して、必要かつ適切な監督を行う。
2）特定個人情報の取扱いを行う従業員は、当社の規程類を遵守する誓約書を提出したうえで、その取扱手順に関する教育・訓練を実施して初めて個人情報を取り扱うことができるものとする。総務部における個人番号関係事務に関しては、総務部長がその管理を行うとともに、個人情報管理責任者が全社における個人情報の取扱いに対する管理責任を持つ。
3）特定個人情報の取扱いを外部に委託する場合の規程は、別途、「特定個人情報委託管理規程」に定める。特定個人情報を委託した結果は、「特定個人情報取扱記録簿」に記録する。委託契約に基づき、外部委託先に関する監査を必要に応じて実施する。
4）社長は、公平かつ客観的な立場にある内部監査責任者を社内から指名して、内部監査を実施する。内部監査では、特定個人情報の取扱いが適正に行われていることを確認する。必要に応じて、内部監査の実施を外部に委託することも可能とする。監査の結果は報告書にまとめ、社長に報告する。

[bookmark: _Toc427142846]１４	特定個人情報の苦情・相談
特定個人情報の取扱いに関する苦情・相談があった場合は、総務部長が対応し、特定個人情報管理責任者に報告する。

[bookmark: _Toc427142847]１５	特定個人情報取扱いに関する違反の処置
　　本来の目的以外で特定個人情報を他社に漏らした場合、適正管理を怠って情報流出等の結果を招いた場合、あるいは特定個人情報に関する規程に違反した場合、「就業規則」に基づき処罰を行う。
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